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▶神田課長（以下、神田）　荒木主幹におかれま
しては、大変、ご多忙にもかかわらず御時間を頂
き、誠に有難うございます。当時、未だ編集長で
いらっしゃったと思いますが、国際開発ジャーナ
ルが創刊30周年の頃（97年９月号）に拙稿が掲載
されて以来、GRIPSでの研究会を含め、累次の経
済協力・ODA改革の度に貴重なお話を拝聴させて
頂いて参りました。ほぼ全てのODA政策見直しに
中心的に関与して来られた主幹の御高見を幅広い
読者と共有すべく、いつ本シリーズにご登壇をお
願いするか考えておりましたが、やはり、日本の
ODAが還暦を迎え、また、12年ぶりのODA大綱
改定という節目ほどの好機はなく、今日はどうぞ
宜しくお願い致します。

（ODA大綱見直し）
▶神田　この度、荒木主幹も懇談会委員として見
直しプロセスに参加されたODA大綱は名称も変わ

り、開発協力大綱となる方向ですが、経済協力主
体の多様化や平和構築への貢献ニーズの高まりと
いった環境変化を反映し、守るべきもの、進化す
べきもののバランスの取れたものとなったと認識
しております。特に、大綱は、国内の政策指針で
あると共に、海外へのメッセージでもあり、双方
への目配りが必要です。経済協力の哲学で最も悩
ましいのは、主幹が一貫して問題提起してこられ
た国益と国際益の衡量だと思います。個別利益を
隠蔽した国際益の土俵で我が国が不利な立場にお
かれたり、世界の不公平が再生産されるようなこ
とがあってはならないし、国際協力に対する納税
者の理解を得るためにも、厳しい地政学的環境に
おいて日本が生き延びるためにも、国益への還元
が必要です。他方、利己主義的な国益の主張は国
際社会の理解を得られず、日本のプレゼンス向上
という目的と相反する結果を齎しますし、豊かで
平和な国際社会が構築できて一番裨益するのは我
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だったらこういう日本の技術を適用してやってい
こうじゃないかという合意の下でやっていくわけ
ですね。だから国益とは、相手益を考えながら追
求することです。したがって、相手益を考えるこ
と自体が国際益だと思うのです。一方的な国益追
求はあり得ないのです。

▶神田　経済協力対象国についても大きな転換が
ありますが、これについてはいかがでしょうか。

▶荒木　今回の大綱のもう一つの大きな柱は援助
卒業国の扱いでした。援助卒業国がDACに入って、
その数が増えるほど先進国の援助負担が軽減し、
残された発展途上国を助けていくというのが1960
年代の南北問題時代の基本的な考えだったわけで
す。ところが、だんだん新興国が出て来て、彼ら
もDACに入るのかと思いきや、いや自分たちは独
自にやりますと言い出したので、DACが成立した
時の基本のところが崩れてきてしまって二極分解
の状態になってしまいました。国益という観点か
らみれば、発展途上でまだある段階に達しない
国々の場合は、貿易にしても投資にしても本当の
国益を大きく反映させることは難しく、ある程度
成長した途上国が外交的、経済的国益を一番反映
できる国々です。そのような卒業国に対して、外
交の手段としてのODAが使えないような制約があ
った。日本の国の政策に基づいて国際益も含めて
ちゃんと対応していくためには、これまでの所得
別の援助手法は排除しようということで援助卒業
国論の撤廃を唱えたわけです。
　他には、公正な経済成長を強調しました。これ
までの大綱は冒頭にまずは貧困削減という項目が
ありました。貧困削減というコンセプトは、とも
すると、資金のばら撒きのイメージを与えかねな
いところがあります。それよりも途上国の自助努
力によって自分の国をつくっていくことを応援す
るのが一番ノーマルであって、貧困削減を頭に入
れながら、公正な経済成長の配分を貧困層に対し
てできるような政策を日本としてもバックアップ
して行こうという考えを中心に据えました。

が国ですから、よりよい国際社会を構築する積極
的貢献により、諸民族の尊敬を勝ち取る必要があ
り、双方を両立させるウイン・ウインの戦略が求
められると考えます。こういった観点から、最初
のご質問として、荒木主幹は今回の大綱見直しを
どう総括しておられますか。

▶荒木主幹（以下、荒木）　ODA大綱から開発協
力大綱への転換という見直しの総括をすると、援
助思想そのものの転換が大きかったと思います。
その背景には、財政事情の問題があり、日本だけ
でなく欧米諸国も予算が非常に厳しくなって来て
いることもあり、民間資本とも連動しながら、途
上国の開発を進めて行こうという流れ、即ちPPP

（官民連携）でやっていく思想が主流になってき
ました。即ち、官主導でも民主導でもなく、双方
で協力しようということで、開発協力という名前
になったわけです。このPPPという官民連携の思
想の背景には基本的には、今、神田さんが仰った
ウイン・ウインという考えがあると思います。日
本では官と民のウイン・ウインの効率的で効果的
な体制整備が急がれています。
　今回の懇談会で私が何度も主張したことの一つ
は、経済協力は外交の手段であるということです。
そして、手段の背景にはちゃんとした政策が必要
です。政策的背景のない手段は、日本の国益にも
ならないし、相手の国のためにもならずに中途半
端な形になりますから、徹底して外交の手段とい
うことを強調したわけです。また、国益というこ
とも意識して主張しました。1980年代から90年
代の良き時代の日本の援助は、お金がありました
から、ODAを善意的に解釈して、相手にひたすら
貢献する、なかでも贈与が正しいという贈与思想
へ変身していました。その結果、アンタイド（ヒ
モ付き援助撤廃）に拍車をかけることになりまし
た。
　我々の援助で言う国際益とは途上国の側に立っ
て考えることです。援助の根本は相手との合意形
成です。国益だけで援助するわけにいかない。向
こうがこうしてもらいたいと言えば、日本もそれ
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　こういったことが、思想的に大きな転換であり、
今後、大きな流れになると思います。他方、その
実施面では戦略性を考えていくことが肝要です。
相手の国を発展させるという時に、その国が日本
との関係の中でどういう役割を果たすかというこ
とも含めて戦略的思考の中で援助しなければなり
ません。ASEANの場合もそうですけど、日本も介
在する形で連携強化など様々なことができるわけ
ですが、これまで、日本の援助は、貿易促進とい
う政策の手段としては使ってきましたが、しっか
りした国家戦略を考える思想があまりなかった。
懇談会でも、もっと長期的な日本の存立を含む戦
略というものがODAの中にほとんどみられてこな
かったという議論がありました。

▶神田　大綱見直しの背景の一つは、先ほど、触
れられた民間資金の主流化です。先進国から途上
国への資金の流れをみると、90年にはODAが７割
以上、民間資金が１割未満だったものが、今や
ODAは３割、民間が６割と大変貌を遂げました。
公的資金は、民間資金動員の触媒、即ち、マクロ
経済安定や規制緩和といった環境形成、基礎イン
フラ構築、そして民間ではとり難いリスクマネー
部分のクッション供給が基本であるというのは、
私が最初に世界銀行で勤務した20年以上前から経
済学の常識ですが、最近のブレスベンG20サミッ
トでも、今更ながらにPPPを活用したインフラ・
イニシアティヴがエンドースされ、今般の日本の
大綱でも民間資金活用が更にメインストリーム化
されました。自分としては、最近も、変動金利や
現地通貨のみならず、プロジェクトファイナンシ
ングによく活用されるEBF（エクイティー・バック・
ファイナンス）やVGF（ヴァイアビリティー・ギ
ャップ・ファイナンス）の導入を含め、抜本的な
JICA円借款・開投とJBICファシリティーの改革を
実現させると共に、ライダーシップリスクやハン
ヅオン支援に対応する国交省のJOIN（海外交通・
都市開発事業支援機構）創設等を支援しました。
しかし、残念ながら、先端インストルメントにつ
いて本邦企業の積極的な利用に至っておりませ

ん。日本には、高度なファイナンスストラクチャ
ーを組成する能力がない、或いは、リスクアバー
スに過ぎる、といった問題も内外から指摘されま
すが、主幹はコンサルを含め、本邦企業の案件発
掘・組成の能力と意思についてどのようにみてお
られますか。

▶荒木　これは仰る通り悩ましいところですが、
この問題にはいろんな側面があるので説明は簡単
ではありません。例えば、プロジェクト形成の段
階的考え方で見ると、アップストリーム、ミドル
ストリーム、ダウンストリームとあって、アップ
ストリームより最上位は、やっぱり人脈形成が重
要課題になります。アップストリームでは相手国
の国づくりにおける政策立案協力において、政策
立案能力というものを日本自身が持っているかど
うかということが試されます。その次のミドルス
トリームでは案件発掘能力が問われ、最後のダウ
ンストリームでは、プロジェクトの組成というか、
国際入札を含めた競争力の問題になってくるわけ
です。
　そういう流れで長期的に見ると、一番の問題は、
根本的なことですが、まず人脈形成の国際競争力
が圧倒的に弱いということです。二番目には政策
立案協力がなぜか後退していて、円借款も空回り
しているところがあります。円借款も的確に相手
に導入する動機を上流からしっかりつくっていけ
ばいいのですが、それもなくて個別プロジェクト
の一本釣りみたいになると当然、今実際にそうな
っているように、競争力に限界も出てくるし、国
の片寄りも出てきます。
　政策立案協力・能力の根本にある問題は、今の
ODAベースで言うのであれば、やはりマスタープ
ランを作れる人材が、現場の開発コンサルタント
の中で数えると５人いるかどうかという感じで
す。しかも、昔からやってきた人たちばかりで、
新しい世代は育っていません。さらに、問題なの
はマスタープランと実際の援助実施政策で、円借
款、技術協力、無償資金協力などと、直接リンク
する度合いが非常に少なく、曖昧になって来たこ
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プロジェクトの調達偏重になって下火になりまし
た。当然、土俵をおさえられてもがくだけで、そ
れはあまり奏効しませんでしたので、最近、アッ
プストリームに介在すべく、プログラム融資協融
を通じた政策対話も強化しています。

▶荒木　その最上流の人脈形成というところに話
を戻しますと、私は長い目で見てその辺が一番の
テーマだと思っております。昔は日本の官僚グル
ープと途上国の官僚グループとのリンクや、学者
は学者なりのリンクがあったり、経済人は経済人
でリンクするところがあって、それが時にして一
体化してあるプロジェクトができたり、あるいは
開発思想が生まれたりするということがあったの
ですが、今はほとんどそれが見られなくなってき
ました。また、何十万あるいは何百万というオー
ダーになるかも知れませんが、日本に来た官費留
学生、中でもODAの留学生、これは特に官僚が多
いけれど、彼らの動向は完璧に掌握されていない。
そういう人材のフォローアップは大して金はかか
りませんし、最終的には費用対効果は高いと思い
ます。その辺の発想は日本人は非常に貧弱ですよ
ね。まさにこれは無から有を生む話なのです。日
本には物的考えが多いからこういうソフトの発想
が非常に弱い。
　専任で組織的に留学生をフォローアップするよ
うな仕組みを作るべきですね。例えば日本インド
ネシア協会のような所で、インドネシア関係は全
部フォローアップするというようなことができれ
ば、芋づる式に人脈を辿れるようになるかもしれ
ない。日本の国際競争力は、技術開発によって黙
っていてもある程度維持できますが、問題はそれ
を国際的に商うというステージで、技術優位性だ
けに固守する人は国際的な商ビジネス・ソフトに
長けてないので失敗するケースが多い。だからハ
ードとソフトをドッキングして同時並行的に進め
て行くという器用さが必要なのですが、それがで
きないとなると、結果として日本の競争力の低下
を余儀なくされるのではないかと思います。
　かつては、末端の案件発掘のところに行くと、

とです。例えばマスタープランを作る人たちも含
めて、蛸壺に入ってしまうと自己満足型になって
しまって、日本にとって国際競争力のないマスタ
ープランを作りかねません。昔は役所の研究所、
役所の中の人材も含めて協同でやっていたのです
が、それもODAと役所との関係が希薄になるにつ
れて、役所の人材も活用できなくなって、役人自
身も錆びついてしまうという状況です。そのよう
な人の面、知恵の面で錆びつき状態が広がって来
ていますが、ここはなかなか目に見えないので怖
いところです。何だか最近途上国に通じる人がい
ないな、どうしたのだろう、と言っているうちに
ゼロになってしまうのです。
　特に、政治家のアジアなど途上国との政治対話
のパイプが壊滅状態で、その関係の人脈がアジア
とのコネクション強化が叫ばれている中で弱まっ
ている。これも日本の国際競争力を落としている
一因だと思います。

▶神田　確かに、昔はインドネシアなどアジアで
は戦前の開発計画経験や現地での積み重ねのあっ
た日本人、そして、海外では日本への留学生が独
立後、要職を占めたネットワークがあったことも
あって、上流のマスタープランを設計できていま
したが、今はその面影もなく、悔しい事に、アジ
アでも、欧米のコンサルが席巻しています。３メ
ガ銀行免許のように日本の官民が相当に食い込ん
でいるはずのミャンマーでさえ、現地でよく見て
みると、上流はそのようなところもあって、ミャ
ンマー政府の大きな計画のゴーストライターは彼
らだともいわれています。ミドルストリームのテ
ィラワ工業団地といった事業単位では、日本の総
力戦で我々がかなり掌握できていますが、アップ
ストリームとなると、日本の今の人材の実力では、
裸では、仰る通り難しいので、多くの途上国で世
銀・IFCやADBとの協融の機会をJICAやJBICに作
り、最先端の政策対話とその訓練の場を設けると
共に、日本のアドバイスを世銀の影響力を借りて
相手国の政策に取り入れて頂く努力もしています
が、一時期、日本は最もダウンストリームの個別
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円借款関係を含め、基本的には商社がやってきた
ので、プロジェクト・ファインディング・フォー
メーション（プロファイ）は商社が非常に長けて
いました。しかし、今の商社はトレーダーからイ
ンベスターになったので、プロファイしません。
民間企業ですからアンタイドでは商売にならない
からです。これが最近の傾向です。

▶神田　我々も主幹と同じ認識を共有しておりま
す。商社が、生き延びるために、貿易取引から投
資にシフトし、その御蔭で新たな産業構造に即応
した幅広い分野の活躍ができていると高く評価し
ておりますが、昔、期待していたインテリジェン
ス機能が弱まり、また、長いデフレもあってリス
クアバースなところが残っているとの指摘も聞か
れます。
　主幹が仰った留学生の話は極めて重要で、もと
もと日本がアジアでやれたのは、日本本土や当時
の台湾、韓国に留学した方が、祖国で偉くなられ
たことが大きいのですが、今や、日本の相対的経
済力が低下したり、相変わらず英語が通じないと
いった閉鎖性が敬遠され、日本の留学先としての
競争力、魅力が落ちて、アジアでは、優秀な方から、
まず、英オックスブリッジか米アイビー、その次
は、他の米国や豪州といった英語圏、その次は、
日本を飛ばしてシンガポールや中国国内で、東大
は滑り止めみたいな屈辱的な状況と揶揄されてい
るのが実態です。そこで、私も、文科省や各大学
の啓蒙的な学長、先生方と共に、既存予算のイン
センティヴ付けや新規補助金も活用しつつ、大学
の国際化を徹底して進めてきました。これは、少
子化、内向き化の進む日本のキャンパスに活力を
齎すためにも必須の作業です、併せて、留学生の
フォローアップも、OB・OG名簿管理だけでなく、
時々、母校に招聘するといった丁寧なネットワー
クの再生産が極めて重要で、各大学に強く勧めて
います。最初に系統的に始めたのは、日本政府と
世銀で協働して運営している奨学金プログラム
で、修了生をしっかり追いかけ、多くの大臣や社
長さんを各国に輩出しています。以前、このプロ

グラムのインドネシア向けでバークレーマフィア
が目を付けて、日本の大学を排して、米西海岸に
留学させようという動きがあり、我々は全力でこ
れを潰したのですが、本当に人材の取り合いは殴
り合いです。修了生のフォローアップは、大きす
ぎて組織化しにくい東大や早慶よりも、例えば名
大やGRIPS等が相当に進んでおり、名大は各国に
同窓会組織を創設して活発な活動を展開したりし
ています。
　こういった営みは、政府が定型的に指示し、全
体を取り纏めて形式的にやるのではなく、各大学
に創意工夫を競争させた方が機能すると思いま
す。既に少なからずの大学でやっていますが、う
ちへの留学生から次官、局長が出ました、社長が
出ました、というのは凄い宣伝になっており、十
分な誘因があるようですが、その方向をもっと強
化するインセンティヴ、ディスインセンティヴも
考えて参ります。

▶荒木　その動きは大変、心強く、是非とも推進
してもらいたいと思います。そういうことでもし
ないと、折角、留学生を招いても、放置すること
になり、結果として国益にならず国費の無駄にな
ってしまいますからね。

▶神田　また、主幹が仰った官民で一緒にやると
いうのは、長い間、官僚と企業が癒着するといけ
ないということで、世界中がほぼ全て官民一体で
世界市場で闘う中、日本だけ駄目で大きなハンデ
ィキャップだったのですが、最近は、インフラ輸
出戦略でも、政府が民間企業を連れてトップセー
ルスやることが当然となりましたし、様々な場で
官民が一緒に考え、動くことが普通となり、少し、
世界並みになってきました。私も民間企業の幹部
の方と全く会わない日の方が少ない状況です。最
近のミャンマーの証券取引所や銀行免許の話も、
完全に官民一体で取り組んだ成果だと思います。
自分の経験では、横浜のTICAD IVで、世銀と日
本のリエゾンをやった際、アフリカの大臣達が、
援助よりも、民間投資、特に雇用に結びつく直接
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かし、日本は民主国家で、文民と軍が分業化され
ているからいいんですけど、途上国の場合は得て
して頭のいい人たちが士官学校を出て、陸軍や海
軍に入り、リタイアする途中で政府に入る人材が
少なくありません。また、軍事政権の将校や上位
の人たちが民生安定のため行政手腕を蓄積すべ
く、日本で研修を受けたいという要望がある時に、
軍人だから駄目というのではなく、むしろ軍人が
民主主義の方向へ向かうための国づくりをサポー
トすればいいわけです。民主主義国家を建設する
基盤づくりを支援すべきという主張をする一方
で、こういった議論はセンシティブというか、軍
と言っただけで入口で議論を閉ざされがちでし
た。軍事的行動に協力とか、極端に言うと鉄砲の
弾や戦車や軍艦を供与するとか、それに円借款を
使うとか、といった疑念を呈される方もいらっし
ゃいますが、大綱ではそれは厳禁です。

▶神田　主幹がご指摘の通り、軍隊は、政治介入
や腐敗等の問題がある場合もある一方、家庭が貧
しくても、採用、昇進の可能性を提供する社会構
造流動化機能があり、日本も昔、貧しくても優秀
な方が全国から軍隊を目指したように、軍事国家
では、優秀な方が相当、軍部に集中しています。
従って、そういった国の民主化を成功させ、円滑
に市場経済に移行させるには、彼らを啓蒙という
と僭越ですが、彼らとしっかり協力していくこと
が必須となりますし、軍事協力の誤解を払拭する
工夫は可能だと思います。日本が入らなければ、
他の国がやるでしょうから、日本から学びたいと
いってくれている間が肝心です。

（経協インフラ輸出戦略）
▶神田　さて、我々も、司令塔である経協インフ
ラ戦略会議の御指導のもと、アベノミクスの重要
な要素をなす経協インフラ輸出戦略に全面的に協
力し、本邦企業の受注額３倍増等、かなりの成果
がでてきており、さらなる努力を続けますが、相
手国の民主化の熟度が高まると、国会等の監視も
強まり、納税者の観点からのコスト意識も高まり、

投資を要望されたことが強く印象に残っており、
これが官民連携を実践的に強化する出発点になっ
たかもしれません。我々も、個別利益ではなく、
日本経済強化の観点から本邦企業の後押しを意識
していますし、民間企業も持続可能な成功のため
に、国家戦略に協力しようという感じになってき
ており、非常にいい傾向だと思います。まだまだ
ですが、まさに主幹が仰っていた方向に少しずつ
動いているし、動かさないといけないと思います。
　さて、大綱の見直しに戻りますが、大綱見直し
には様々な要素があるところ、ちょうど主幹が最
新の「羅針盤」でも書いておられた論点になるの
ですが、一部メディアは他国軍支援解禁になるの
ではという論点を報じていました。支援内容が完
全に非軍事的であっても、偶々、軍関係が受入側
になる場合が多々、生じうる事実がある一方、新
大綱においても、海外に誤解を与えないよう、非
軍事的協力による平和と繁栄への貢献が我が国の
基本方針であり、軍事的用途及び国際的紛争助長
への使用の回避原則を遵守する旨も適切に定めら
れていますが、荒木主幹はこの問題について、ど
のようにお考えでしょうか。

▶荒木　懇談会では、軍隊の登場に反対する委員
もいないわけではなかったのですが、絶対に自衛
隊を介入させたくないという論法に終始すると、
日本への緊急支援が求められる時に一歩も動けな
くなる状態になってしまうのです。例えば、人道
的な立場でも台風や地震の際の緊急援助におい
て、真っ先に日本が飛び出して行くという国際貢
献ができないと、日本の対外的信用に大きく影響
します。緊急援助はやっぱり早い足が必要となり
ます。しかし、JICAが輸送機を常時スタンバイさ
せるのは税金の無駄遣いもいいところで、今ある
自衛隊の飛行機を緊急に出動させて、ODAと自衛
隊の平和活動が一体化してまさに民生安定のため
に飛んで行くのが効率的です。
　もう一つは、軍籍を持っている途上国の人たち
を例えば研修で日本に呼ぶということについて
は、これは軍だから駄目という話になります。し
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当初のファイナンスコストが安かったり、多少、
品質がよくても、圧倒的に割高だと、日本企業を
忌避することが増えていきます。最近も、相手国
から、日本からはグラントを供与するにもかかわ
らず、メンテナンスコストも勘案すると他の先進
国の方が有利であるという議論が出てきたり、一
者入札等となって競争性が説明できないし、結局、
割高になるということで、STEP（タイド円借款）
を強く拒否する動きもみられるところです。特に、
インドなどは本当に難しい状況です。低金利では、
ファイナンスの有利性よりも、もともとの価格自
体がより重要となります。札を開くと本邦企業の
入札が他国の倍以上で惨敗したことも少なくあり
ません。しかし、英国での鉄道受注など、実際、
現地でネットワークづくりやメンテナンスサービ
ス等に努力して自力で勝利を収める立派な本邦企
業も少なくありません。政府としてはトップセー
ルスや支援制度改革から、DACでのODA定義問題
をはじめ日本の貢献が正当に評価される国際ルー
ル作りまで、全力で努めて成果を出していますし、
今後も続けていきますが、最大の問題は、DACと
いった国際制度や我が国の制度というより、途上
国自身が、高かろう良かろう、ともいわれる高価
な日本に発注するインセンティブを失っているこ
とに尽きるという見方が強まっています。こうな
ると、本邦企業の価格競争力を大幅に向上させる
必要があり、オーバースペックを相手国の実情に
合わせると共に、価格を国際競争入札に耐えられ
る水準まで下げる合理化努力が求められますが、
主幹はどうすれば、日本の競争力を強化できると
お考えですか。

▶荒木　日本の一つの問題は、いい技術だから高
く売って然るべきだと自己満足型になっていると
ころです。技術の市場性ということを無視し、技
術は崇高なものであって、それを達成するのにお
金もかかったし、多くの時間も割いたから、技術
は高くて当り前と思っている日本人が多いでしょ
う。そのため、商品的なマーケッティングの発想
がなく、競争で負けるケースが多々あります。例

えば、日本がアフリカで橋を造る場合に100億円
かかるが100年間大丈夫だから十分採算が取れる
という話をするわけです。しかし、相手国は、今、
お金がないから50億円の橋でいいと言ってきま
す。あとの50年はどうするのかと言うと、50年経
ったら我々も少し進歩するだろうから、強度を高
めるなり、造り直すなり、自分たちでやるから、
今はあしもとの50年が大切なんです、と言われま
す。
　余りに高価な最先端技術ではなく、とりあえず
中間の技術、中間の価格帯ということが、今、途
上国の中で主流になりつつあります。その背景は、
中国、韓国やインド、ブラジルがある程度のプラ
ントを輸出できるようになったことがあります。
そしてそれを使い慣れると、日本はすぐ潰れると
言ったけど、実は潰れないということが少しずつ
検証されて来て、それなら安い方がいいという考
えが強まります。そして、中国製といえども、年々
研究するから実用性という点では少しは良くなっ
てきています。例えば、昔のアナログの電話機の
研修をして欲しいと伝えると、そういう古い技術
は日本の企業にはもうないという回答が返ってき
ます。技術は元に戻れないということなのです。
日本は技術的に前に進むよりほかないようになっ
ています。生産体制も研究体制も人材体制も前へ
前へ進むようになっているため、現実に戻して調
整する器用さが失われているのです。
　それでは、どうすればいいかというと、一流企
業ではなく、中国、インド、韓国と戦えるような
中堅の会社が世界へ出て行って、それで価格帯を
ある程度抑えて戦うとか、あるいは、日本の一流
企業が技術指導して、インドネシアやシンガポー
ルやマレーシアなどに会社を作って、メイドイン
ジャパンの技術を活かしてその会社に戦わせると
いったことが考えられます。いろんな工夫をして
いかなければ生き残れませんが、それができてい
ません。政府主導でコンソーシアムを組む場合も
日本的で、各社横並びの平等感を出すと、逆に競
争力がなくなってしまいます。国際競争力と言う
のは厳しく、弱肉強食です。他方で、新興国はア
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フリカでもかなり活躍しています。そこには我々
先進国ではコンプライアンス上、タブーとされる
賄賂の問題があります。しかし、新興国には反腐
敗のルールも十分でない。ルールなき者とルール
ある者との戦いとなると、勝敗は目に見えている。
いずれにせよ、もう少しものの考え方を変えて、
戦略を変えていかないと駄目で、いい物だから高
く売って然るべきであるという考えを固守するだ
けでは国際競争力をなくす恐れがあると思いま
す。

▶神田　もっと辛いのは、日本製は安全で耐久性
があるということなのですが、高かったのに、壊
れたという事例が散発したため、これも痛手でし
た。とにかく、主幹が仰る通り、本邦企業は、高
価格路線で思考停止して失注を続けているところ
があり、安全性やライフサイクルコストといった
質の高さの重要性を強調し続けると同時に、価格
面の戦略転換も喫緊の課題です。
　更に、アジアの多くの国で民主化の結果、ナシ
ョナリズムが重視されるだけでなく、インドネシ
ア、インド、タイなど、政権交代に伴い、インフラ・
プロジェクトの優先順位やアプローチに大きな変
化が生じるケースが多発しています。インドネシ
アでジャワ島事業が全面凍結されるのではないか
という衝撃が走ったことも記憶に新しいところで
す。タイではクーデター後の隙間で日本は後退し、
今、巻き戻していますが、大統領交代後のスリラ
ンカは逆の可能性があるかもしれません。こうな
ると、政権交代も見据えた野党を含めた幅広いネ
ットワークの構築、そして、王道として、相手国
の地方、民間、ひいては国民に日本を愛し、安全
性やライフサイクルコストの優位性といった日本
の技術を確信してもらうことが必要になります。
この観点から日本がやるべきことはどのようなこ
とでしょうか。

▶荒木　マスタープランを作る時もそうですけ
ど、客観的に日本が強い分野に特化して攻めない
といけません。日本が全ての分野で強くなるとい

うことはあり得ないのですから。例えば、日本は、
災害を予防したり、あるいは災害が起きても再建
する能力は、技術力も高く、秀でていると思いま
す。世界にはトルコなど地震に悩まされている国
がたくさんありますけど、例えば地震に強いモデ
ル都市を1つ造り、建物の建て方から技術移転も
行い、そのモデル都市を見せながら、日本に対す
る信頼感を高めていくというようなことをODAで
できないのか考えてみる必要があります。民間の
力も借りながら、一つそういうプロポーザルを向
こうに出してみてはどうでしょうか。環境にやさ
しい都市など、今、スマートシティの問題があり
ますが、日本の技術の粋を集めて日本のショーウ
ィンドウみたいにするわけですね。そういう発想
が今の日本には欠けています。

▶神田　日本の強みは、領域としては、他にもあ
りますが、主幹がおっしゃった防災と環境、UHC

（ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ）でしょうね。
天災受難国としての経験を活かし、即応性のある
災害対応支援のため、災害スタンドバイ円借款を
創設したところ、一昨年のフィリピンの大災害の
直後に支援できるようになりましたし、世銀東京
事務所に防災ハブを設けて、知見の集中、技術支
援を行っています。この３月には国連防災会議を
仙台に招致します。環境面も、COP21を控え、
GEF（地球環境基金）や、新設されるGCF（緑の
気候基金）等の枠組みを活用することも含め、日
本の更なる貢献策を検討していきます。環境は中
国との間で、環境省等が都市と環境をテーマに共
同研究を進めていますが、政治課題を乗り越えて、
推進しやすいテーマでもあります。

▶荒木　もう一つの日本が強い分野の例は、水産
の養殖です。今年の正月に開発夢物語を特集しよ
うということで議論したのですが、例えば穀物の
価格を決める穀物総合商社はカナダとかアメリカ
にあり、世界の市場価格を支配しています。しか
し、日本には、魚の供給能力も含めて価格に大き
な影響力を及ぼす力、生産と供給のプロセスを一



超有識者場外ヒアリングシリーズ　42

65ファイナンス　2015.4

連
載
超
有
識
者

ヒ
ア
リ
ン
グ

括してやるだけの能力があるはずです。太平洋を
中心にして、養殖産業を流行らせていって、環境
にやさしい漁業をやりながら、最後はこの魚の価
格の決定権は日本が持つぐらいの大きな構想を持
つべきでしょう。今の日本には、夢物語で終わっ
てしまうかもしれないような大きな開発のビジョ
ンがなくなってしまっています。昔の財界人と議
論していた時は、そういう話が次々と出ました。
夢だけど、追いかけてみよう、という感じでした。
今は、経済人も含めて、夢がなくなってきた感じ
ですね。

▶神田　農林水産業は、農水省がバリューチェー
ン構想で頑張っていますが、付加価値は流通・加
工プロセスにあり、やはり、欧米が支配する流通
マーケットに介在していくことが必要です。生産
で貢献してきたラ米で流通経路に着目した円借款
を進めていますし、JBICの海外展開出資ファシリ
ティーを活用して本邦商社が穀物メジャーのガビ
ロンを買収したことも、先般、損失処理が発表さ
れてしまいましたが、戦略的方向としては正しい
と考えます。
　こうして見ると、我々としても、諸外国が官民
一体の総力戦の中、日本だけ役人が企業と分断さ
せられてきたことに疑問を感じ、民間の後押しに
これまでになく努力すると共に、民間に競争力強
化を呼びかけてきましたが、残念ながら、後者は
世界の大きな動きに追い付かず、公的部門の支援、
介入が、結果的に民間市場にモラルハザードやア
ドバースセレクションを惹起させ、民間の競争力
強化のための再編・合理化、創意工夫、リスク・
テイクを阻害してしまったところもかなり存在す
ると指摘されています。主幹は長く、官民の適切
な役割分担を考えてこられましたが、政府が真に
貢献すべき役割は何であるとお考えでしょうか。

▶荒木　経団連や経済同友会のトップの方々と本
音で話をしていたら、官民連携という言葉がある
が、民はいつでも覚悟をしているという。当然、
算盤も弾くので駄目なものは駄目と言うけど、基

本的には利益が出て来るとなると行きますよ、い
つでもスタンバイしていますと、これが民間のス
タンスですが、官官協力がよく見えないんですと、
言われます。どこを指しているのかはわかりませ
んが、外務省かもしれないし、在外公館と経済産
業省の貿易投資促進がうまく連動しないというこ
とを言っているかもしれません。最後のダウンス
トリームのところは民間の自分たちでやりますよ
と、でも先ほど話をしたミドルからアップストリ
ームのところは政治課題であったり、あるいは政
策課題になって来ると自分達だけでは入れない分
野なので、そこはやっぱり政府が仕切って、相手
国とも対話して、地ならしをして民間が入って行
けるようにするのは普通でしょうし、そういうこ
とを欧米ではやっているのに、日本はそこが非常
に乏しいので競争で負けることがあるという意見
が多い。

▶神田　経協インフラ戦略会議は、麻生副総理兼
財務大臣、菅官房長官、外務大臣、経産大臣等、
関係閣僚が一堂に会され、大方針を議論される場
であり、大変、有効な司令塔ですが、それ以外にも、
それこそ無数の、各省連携の会議が出来ています
し、寧ろ、日頃の仕事が省の垣根を越えたものに
なっています。日常的な情報共有は当たり前で、
国策プロジェクトはお互いのインストルメント、
カードを出し合って、オールジャパンで対応する
ことが普通です。私も、毎日のように、外務、経
産は当然として往来がありますし、分野によって
は、国交省、厚労省等とも緊密に調整しています。
特に、総理や主要閣僚が要人面会される時は、勝
負時ですから、省を跨ってこれを使ってください、
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これを勝負してください、ということが非常に増
えてきています。
　それでも、主幹が仰ったようなご批判を頂戴す
るのは、省庁によっては、縦割り根性やリスクア
バースの塊のつまらない役人が未だに残存した
り、そもそも、激務に追われ問題の重要性がわか
らない人が増えているということがあるかもしれ
ないですね。役所によっては、上の人たちは政治
回し等で手一杯である一方、下の人たちはグロー
バルに鋭敏な感覚が鍛えられていないという問題
も指摘されます。財務省は、永田町や大手町に近
く、政治的センシティビティーや財界のニーズに
敏感であると共に、国際機関経験者が中枢に多く、
国際競争の鳥瞰図が頭に入っていることが奏効し
ているところがあるといわれますが、我々は、財
務省がどうかというのではなく、日本は総力戦で
も生き残れるかという危機感のもと、オール・ジ
ャパンでやっていくつもりです。

（国際環境の激変）
▶神田　その日本の実力ですが、今や、PPP（購
買力平価）ベースでGDPシェアを見ると、米国17
％、中国16％、インド６％に比して、我が国はわ
ずか５％未満です。直近のIMF試算では昨年、米
中が僅かに逆転する見通しです。G7全体でも、こ
の数年で37％から32％まで低下です。名目GDPで
も、日本は既に中国の半分以下となり、人口動態、
潜在成長率から、この差は更に拡大していくとい
うのが通説的状況です。そうならぬよう、必死で、
人口維持対策や生産性をあげる成長戦略に努力し
ているわけですが、特にデモグラフィーの改善に
は数十年単位の時間がかかるため、我が国経済の
相対的地位には厳しいものがあります。また、グ
ローバリゼーションの進展により、地球環境をは
じめ主権国家だけでは対応できない世界が広がる
一方、米国の指導力や正統性がIMF改革未批准も
あって低下し、「イスラム国」支配の拡大、ロシア・
ウクライナ情勢の混乱等、国境が相対化し、世界
秩序が混沌としてきたところがあります。そうし
た中、中国がAIIB（アジアインフラ投資銀行）、

BRICS銀行、緊急アレンジメント、シルクロード
基金と総額40兆円近い巨額の大構想を相次いで打
ち上げ、AIIBのMOU（設立協定（AOA）交渉に
入る覚書）には既に27か国が参加しており、更に
増えていく見込みです。中国財政部幹部やAIIB創
設準備多国間暫定事務局幹部の中には、優秀な世
銀経験者も多く、中国の資金が国際ルールに則っ
て協調して活用されれば、今後10年で８兆ドルと
ADB（アジア開発銀行）が試算するアジアのイン
フラ需要に適切に対応できるところがあり、望ま
しいとも考えられます。他方、今のままでは、理
事会による個別案件の承認といった公正なガバナ
ンス、債務持続可能性や環境・社会セーフガード
等に配慮した責任ある貸付といった点について問
題が深刻である、というのが、中から改善しよう
とMOUに参加した国々を含め、多くの国の共有
する懸念です。パリクラブの経験からも、借入国
の債務持続可能性を見極めた貸付審査を行うこと
も重要ですし、勝手に問題案件を支援するような
ことにならないよう、世銀をはじめとする国際開
発金融機関では、出資国の代表である理事会が個
別案件を審査することとなっています。こういっ
た深刻な懸念に対し、具体的にどういう対応がな
されていくのかは予断を許さない状況にありま
す。AIIBが年内にも創設される可能性が高い中で、
荒木主幹は我が国としてどのように対応すべきと
お考えですか。更に申せば、主幹が「これまでの
中心が29億6000万人市場の周辺に呑み込まれて
いく」という大きな環境変化において、日本はど
のように戦っていく、そして国際貢献していくべ
きだとお考えでしょうか。

▶荒木　IMFや世銀の関係者は、中国はお金がな
いところに出してくれるのだからいいのではない
かと、要するに既存体制と補完関係が成立すると
思っているようなのです。しかし、中国共産党政
権は生まれてから今日まで、我々は開発途上国だ
とずっと言い続けています。従って、トップに立
ってリーダーシップを取って、第三世界をまとめ
て走るんだという最近の動きは、中国共産党が成
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立して以来のまさに戦略なのですから、そこの裏
に何があるのかを読まないといけないのです。
　一番目は、開発途上国のトップに立ち、多くの
途上国の信頼を集めながら、中国の資源確保とか、
市場確保といった戦略に有利に働かせるというこ
とでしょうね。自分たちは同じ仲間だということ
で入っていくから、アフリカなんかは非常に心地
よいし、独立独歩で内政干渉なしと言われると民
族派の連中は賛同するわけですね。そういう意味
では政治的なスタンスも含めて非常に有利なやり
方です。
　二番目は、第三世界のリーダーシップを確立し
て、国際政治を動かすということでしょう。そこ
では何を考えて世界を動かして行くのかというの
が問題で、ワシントンコンセンサスに対して、北
京コンセンサスという対立構図があって、これら
には双方に相容れないものがあるわけです。では、
IMF・世銀体制をひっくり返すかというと、そこ
まではいかないが、集団的に議決権を取って、実
質的に世界経済を有利に展開して行くという発想
があるのではないでしょうか。
　途上国の方は、安く貸してくれるのなら、やっ
ぱり借りたい。どういう思想の金であるかはわか
らないけど、様子を見て権利だけは確保しておこ
うということでしょう。これはあんまり心配しな
くていいと思いますが、経済界の人が懸念してい
るのは、仮にルール違反でダンピングをしたとし
て、中国がAIIBで相当のシェアをもつとなると、
結構政治力を発揮するのではないか、といったこ
とでしょう。特に、ADBに強い影響力を持つ日本
を牽制する力を持てることは間違いない。
　日本の更なる探求は、先ほども価格の問題が出
ましたが、やっぱり技術です。技術格差がある間
は、中国とも十分戦えます。私は技術格差が最後
の決め手だと思いますから、これが弱くなった時
こそ、日本は終わりですね。
　中進国と戦う時もこの技術格差をうまく活用す
べきですが、もう一つ、アジア諸国がこれから新
興国になっても、所謂、「中進国の罠」が待って
いますから、社会政策から技術開発まで様々な難

題に協力することが大切です。日本も一つずつ克
服して、まだ克服しきれていないわけですけど、
その辺の認識を持ちながら上から目線ではなく
て、対等のパートナーシップで、共同でやるとい
うことでアジアの仲間をつくっていくということ
ですね。ASEAN諸国もお金はそれほど必要ではな
くなってくると思います。国づくりの最終段階に
入って、政策的欠落とか人材の欠落とか知恵の欠
落といったものが噴出してくるので、日本の経験
値を武器にしながらフォローアップして、更なる
新しい国造りを支援して日本ならではの影響力を
発揮すべきでしょうね。

▶神田　具体的にはどのような施策が有効でしょ
うか。

▶荒木　今、JICAと文部科学省が話をして、財務
省にもバックアップして頂いて、SATREPS（地球
規模課題に対する国際科学技術協力）という枠で、
途上国と日本の各大学の研究者との共同研究が進
展しています。これも戦略的人脈形成であり、そ
のうち途上国の能力が日本を上回る時代が来るこ
ともあり得ますね。その人材を日本がスカウトす
ることになるでしょう。
　もう一例は、できるだけ日本に人材を集めるた
めに、ASEAN10か国の26大学と日本の14大学の
40校が中心となりSEED-NetというASEAN工学系
高等教育ネットワークを設けています。これは第
三フェーズに入っていますが、ここで育った人た
ちは日本で博士号を取ったりしており、先ほども
言いましたが、なんらかの形で日本のインフルエ
ンスを受けています。今やお金で競争する時代で
はない。日本にはそれほど経済力もなく、頭脳的
アプローチで戦わないと勢いのある中国など新興
国には勝てない。同じ土俵で戦ったら仮に相打ち
したとしても、日本の被害は大きいと思う。そう
いう馬鹿なことはやるべきじゃないですね。中国
のAIIBに対抗するには、ODAも独りバイラテラル
の対応だけにこだわらず、ADBなどのマルチとう
まく連携を取りながら、政策対応も含めるといっ



68 ファイナンス　2015.4

連
載
超
有
識
者

ヒ
ア
リ
ン
グ

たバイとマルチでお互いバックアップする体制を
取り合うという戦略をある程度考える必要がある
のではないでしょうか。

▶神田　AIIBに対抗するというのではなく、世界
をおかしくしたりしないよう、しっかりと国際ル
ールを守ったものにして頂くよう皆で働きかける
と共に、AIIBへの参加不参加にかかわらず、日本
として、ADBやJBIC、JICA等も更に活用してよ
り効果的に世界に貢献し、日本のプレゼンスを維
持していく方策を展開していくことも期待されて
いると考えられます。仮に国際ルールに則ったい
いものができるのであれば、バイや世銀、ADBと
の協融、更にはその先が検討されてもいいという
見方もあります。
　さて、今年はパリのCOP21もあり、地球環境問
題が重要な節目を迎えます。原発再稼働問題もあ
って日本は排出削減目標で悩ましい立場に置かれ
ていますが、GCFで15億ドルをプレッジするとい
った努力もしています。そうした中、例えば、石
炭火力公的支援問題で、高臨界まで停止すべきと
いう議論がECG等で惹起し、我が国としては、世
界のエネルギー需要と高効率・低排出技術の重要
性から、高効率石炭火力の支援を主張していると
ころです。こういった問題には各国の国内事情も
絡んでいるところ、日本では一部NGO等が、欧米
HQの主張をそのまま展開されることも少なくな
いといわれます。三峡ダム、ナルマダ、アルン３
をはじめ、過去の経験からも、単純に引いてしま
うだけでは、グローバルスタンダードのセーフガ
ードが全くイレレバントとなる世界が広がる結果
となることがあります。また、排出増分の太宗が
中国、インド等であり、中進国の排出を持続可能
な開発計画と高効率技術で抑えていくしかないと
思いますが、主幹も先ほど、中国が途上国の盟主
の立場を維持していると指摘されたところ、最も
経済的にも排出量においても影響力のある国々が
途上国の立場に立ち続け、旧態依然たる国連型南
北対立の図式が寧ろ悪化しているという見方が強
くなっていますが、主幹はどのように考えておら

れますか。

▶荒木　かつて南北問題時代に、中国は南側に入
って、77か国の先頭で旗を振りながら先進国と対
決してきました。その時は、「援助８原則」を掲
げて、南側の援助国として登場したわけです。そ
の第一原則は平等互恵を原則とする、第二は主権
を尊重し、特権を要求したり、付帯条件をつけな
い、です。最初から途上国側援助国として名乗っ
たわけです。「援助８原則」は結構効果的な戦略
だったのです。それを彼らは踏襲して、地球環境
問題については、南北格差の問題を取り出しつつ、
先進国に譲歩を迫りながら、先進国の環境技術を
できるだけただで入手したいという戦略が背後に
あるように感じます。その圧力の一つとして、先
進国責任論ということで、先進国が過去に沢山の
煤煙を撒いて、いい生活をしてきたのだから、そ
れだけ負担すべきだと、従来の南北問題時代と全
く変わらない主張をしています。こういった不毛
な議論を断ち切るべく、1992年に地球サミットが
開催され、南北問題から地球規模問題への政策転
換を期待したのですが、どっこいそうはいかなく
て、またぶり返してきたという感じですね。
　もう一つは、裏に誰がいるのか不明ですけど、
演出者が南側の国連関係であったとすれば、開発
資金の南北配分が少なくなってきたという不満も
あるのでしょう。北の方の経済力が相当に落ちて
来ましたから、それは仕方ありませんが、どうも
彼らは、援助の金額が落ちているとして、気に食
わないわけです。官民連携と言っているけど、民
間を前面に立てながら、政府の捻出をカモフラー
ジュしていると思っており、彼らは基本的に官民
連携を開発の主流に持って来たくないんですよ
ね。要するに、南側の国連関係者は、これまでの
ように、大量に配分金をもらって暮らしたいので
はないでしょうか。非常にイージー　ゴーイング
で具体性のないばら撒きを続けたい方が多いよう
です。彼らは環境問題にクレームをつけて、これ
をきっかけにして、例えば、援助の金を増やさせ
るとか、環境技術については、パテントをただに



超有識者場外ヒアリングシリーズ　42

69ファイナンス　2015.4

連
載
超
有
識
者

ヒ
ア
リ
ン
グ

しろとか、無茶苦茶なことを言いかねないところ
まで来ている感じがないわけではありません。流
石の中国も、時間をかけて環境問題に取り組むだ
けの技術力とか、人材のストックとかは余りない
し、日本では水俣問題とかいろいろあって、相当
時間をかけて環境政策をやって来たのを見てきた
ので、彼らは時間がかかるということをよく知っ
ています。そこで、先進国に譲歩させて技術やニ
ューマネーの問題を含めて勝ち取るという、従来
の対決型でやるのがいいという遺伝子が蘇ってき
たという感じがします。当時、最も効力があった
やり方でしたから、どうも悪い夢を見ているよう
な印象です。

▶神田　他方、人材面での途上国の成長には著し
いものがあります。途上国の指導層には閣僚を中
心に世銀出身者が非常に増えていますし、官僚も、
欧米の大学院を出て、国際機関経験もある方も増
えています。我々は国際交渉の最前線にいますが、
能力的に日本の平均的官僚より遙かに優秀な方に
沢山遭遇します。共通の議論の土俵と英語で議論
し易くなっていることは有難いのですが、他方、
我が国として世銀を中心とする国際機関での日本
人プレゼンスを高める国策を掲げているところ、
他民族の水準が高くなる中、日本人の海外留学が
質量共に低下したこともあり、欧米のプレスティ
ージアスな大学院での訓練と学位が必須である国
際機関の採用試験にも通りにくくなってきていま
す。また、プロキュアメントに資するようマスタ
ープランのアップストリームで参入して、日本の
技術的ノウハウをスペックインさせる戦略は大昔
から唱道されてきましたが、そのような技を展開
できる日本人も余り育っていないようです。主幹
は長く日本人の国際的活躍を見てこられました
が、日本人の競争力はどう推移したか、そして、
現在、何が欠けていて、どうすればこれを克服で
きるとお考えでしょう

▶荒木　一言で言うとやはり人材確保となります
が、優秀な人数の割合は決まっていますから、人

口減少に比例して当然少なくなって来ます。そう
すると人口を増やさないといけませんが、急に人
工的に増やすことはできないため、今まで援助し
た海外の国々の優秀な人材をスカウトするとか、
その人たちと連携をするとか、ASEANや隣国の人
たちと連携をしながら日本の足りないところを補
っていきながら、ギブアンドテイクでやっていく
ということが必要となります。アメリカは移民政
策で発展してきましたが、日本もスーパーブレー
ンの移民政策みたいなものを何か考えて、インセ
ンティヴをつくってやっていくとか、優秀な人材
確保のための政策展開を考えていかないといけま
せん。産学官で優秀な人材をどう確保し、育てる
かという制度設計を早く推進すべきです。一番い
い例がシンガポールで、かつて日本の生産性向上
を導入すべく、リークワンユー首相は生産性庁と
いう役所を作りました。これは全員参加で、しか
も考え方は国民から政府へという下から上への市
民レベルの愛国心をつくることを目指しました。
それが生産性庁の基本方針で、庶民の力を吸いあ
げていって、それを政策としてまとめていくとい
うものです。つまり、日本の生産性向上のアイデ
アを政治化してしまったわけです。そういう風に
日本のアイデアでやってきた国がかなりあります
し、人材も活きていて、シンガポールにはインド
人もいますからインド人脈が生きている。また、
インドはアフリカにネットワークを持っています
から、シンガポール、インド、アフリカと日本も
連携したビジネスを展開しないかとシンガポール
から提案されたことがあります。

▶神田　この関連で、二つ、悪化している問題を
指摘できます。一つは、乱世だからこそ、歴史観
をもった長期戦略が必要であるにもかかわらず、
日本のパースペクティブが短期化していることで
す。経済界は、とりあえず四半期決算と株主総会
を何とか乗り切ることが優先で、長期的な話をす
ると、神田さんが言うことは面白いけど、リスク
が高くて手が出せないし、足元の決算を良くした
ほうが株主が喜ぶから首は持つという反応が少な
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くありません。政治も選挙重視で視野が短くなり、
小選挙区制で冠婚葬祭型が激しくなってしまった
といわれています。
　もう一つは、学界で、インターデシプリナリ―
が求められて久しいのですが、逆に、縦割り細分
化、蛸壷化が非常に激しくなっていて、学者も極
めて狭い領域にどんどん入り込んで行ってお互い
に全然議論しない傾向が強まっています。民間企
業内の縦割りも、オープンイノベーションの時代
なのに、余り是正されていません。

▶荒木　宿命的に日本が衰退するところに入り込
んでいるのです。人為的にこれを撤回しなければ
ならず、放っておくとどんどん落ちて行くでしょ
う。かつての政治家では岸さんがいたり、福田さ
んがいたり、中曽根さんがいたり、世界観をもっ
た政治家がいました。本当にダイナミックでした
よ。今は、そういう人たちを見出すことが難しく
なりました。それから、経済人を見ても、以前は、
土光敏夫さんとか、中山素平さんとか、国家意識
を持って、国家を背負うような人が以前は経団連
会長でした。
　しかし、彼らはみんな戦前人脈なんですね。そ
ういう戦前派の人たちが戦後経済と日本の高度成
長も含めて日本を軌道に乗せる、国際社会で戦え
る日本をつくって来たところがあるのです。それ
はなぜかというと、戦争で負けた悔しさもあるの
です。アメリカに負けたのは、物量戦でしたから、
日本の品質を高める技術開発をする方針は戦前の
経験が動機なのです。戦前のレッスンが戦後に活
かされて、日本の高度成長、今日の日本があるの
です。しかし、今の人たちは、安定した中で育ち、
混乱や困難の経験があまりないから、一回落ち込
まないと分からないのかもしれないですね。戦前
の人たちはさんざんやられて、そこから立ち上が
って来た人たちだから、ちょっと人間の質が違っ
ているような気がします。今、戦前人脈がほぼ終
了しつつありますが、彼らが亡くなった日本はど
うなるかと言う人たちが以前は結構多かったの
に、今その議論さえ、なされなくなってしまいま

した。
　従って、日本だけではもう駄目で、途上国の友
人たちと手を結んで、彼らの知恵や体力を借りて
補完をしていくということをしないと、日本の明
日はありません。援助で培った国々をブラザーカ
ントリーとして受け止めて行く意識、一種の共同
体意識を持って、接触して行くということが非常
に重要です。そうやってなるべくいい人材をスカ
ウトすることは、欧米はみんなやっているのです
けどね。

▶神田　仰る通りで、英仏が未だに世界で影響力
を持っているのは、旧宗主国として旧植民地の人
材ネットワークを再生産していることが大きな要
因です。私がオックスフォード留学時に目のあた
りにしたのは、途上国からトップクラスの将来の
エリートを留学させ、祖国に戻ったら応援し、大
統領や財界ボスに出世させていく。彼らは英国に
忠誠を維持するし、大学にも寄付してくれるし、
次の世代も英国に送り出してくれる、という極め
て狡猾なやり方で、汚いかもしれませんが、日本
も大いに学ぶべきところがあると思います。
　ただ、日本で真似しようにも、そもそも外国人
を教えられる教官があまりにも少ないし、学校行
政も国際的なやり方にとても対応できる状況でな
いと抵抗されることがあります。しかし、日本に
まだ多少ブランドがあり、技術があり、学ぶもの
がある間が勝負です。まだアジアの友人たちが日
本に敬意を持ってくれている間にパイプを作り、
将来に向けて再生産システムを構築しないと間に
合わないので、もっと覚醒してほしいところです。

▶荒木　その通りで、幸いなことにまだ日本への
敬意が残っています。まだ日本の技術力がすごい
という伝説が生き残っている今のうちですよね。
ここ20～30年が勝負だと思います。アジア単位で
の文教政策を考えていく必要があって、そういう
仕掛けは一応作っているわけです。財務省は、意
外といっては失礼ですが、教育や人材育成に非常
に熱心で、お金を扱っている割には、なかなか長
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い目で見ていると思い、期待しています。こうい
ったソフトの戦略を大切にしてもらうことが大切
です。ODA予算も制約があるわけですから、やた
らと建物を建てるのではなくて、知的な戦略を展
開して、中身のある仕事に入って行かないと駄目
だと思います。

▶神田　日本に残された時間が限られているとい
う危機感を新たに、頑張りたいと思います。本日

は大変、貴重なお話を拝聴させて頂き、誠に有難
うございました。

（この対談は平成27年２月５日に収録された。）

【読者さまへのお詫び　本シリーズは、過分の評
価や激励を受けて、週末を活用して何とか続けて
参りましたが、公務が激化したため、今後、数回、
休載させて頂くことを御海容頂ければ幸甚に存じ
ます。】

本シリーズバックナンバー　（23年分は拙著「強い文教、強い科学技術に向けて」（学校経理研究会）に所収）
23年		 ４月号	 濱田純一	 東京大学総長（国立大学協会会長）
			   野依良治	 理化学研究所理事長（ノーベル化学賞）
		  ５月号	 清家篤	 慶應義塾塾長（日本私立大学連盟会長）
			   山中伸哉	 京都大学教授（京都大学iPS細胞研究所長、後にノーベル生理学・医学賞）
		  ６月号	 藤原和博	 東京学芸大学客員教授（大阪府知事特別顧問）
		  ７月号	 宮田亮平	 東京藝術大学学長（金工作家）
		  ８月号	 白石隆	 政策研究大学院大学学長（総合科学技術会議議員）
			   中村紘子	 ピアニスト
		  ９月号	 福田富昭	 日本オリンピック委員会副会長（日本レスリング協会会長）
			   苅谷剛彦	 オックスフォード大学教授
		  10月号	 三村明夫	 新日本製鐵会長（中央教育審議会会長、前日本経団連副会長）
			   小林誠	 日本学術振興会学術システム研究センター所長（ノーベル物理学賞）
		  11月号	 三遊亭円楽	 落語家
24年		 5月号	 鎌田薫	 早稲田大学総長（法科大学院協会理事長）
		  6月号	 葛西敬之	 ＪＲ東海代表取締役会長（後に旭日大綬章）
		  7月号	 陰山英男	 大阪府教育委員会委員長 （立命館大学教授）
		  8月号	 毛利衛	 日本科学未来館館長（宇宙飛行士）
		  9月号	 大沼淳	 文化学園理事長 （日本私立大学協会会長）
		  10月号	 松本紘	 京都大学総長（後に国立大学協会会長）
		  11月号	 山下泰裕	 東海大学副学長（オリンピック金メダリスト）
25年		 6月号	 秋元康	 作詞家（AKB48総合プロデューサー）
		  7月号	 山岸憲司	 日本弁護士連合会会長
		  8月号	 里見進	 東北大学総長（後に国立大学協会会長）
		  9月号	 岡素之	 住友商事相談役（規制改革会議議長）
		  10月号	 田村哲夫	 渋谷教育学園理事長（日本ユネスコ国内委員会会長）
		  11月号	 潮木守一	 名古屋大学名誉教授（元日本教育社会学会会長）
		  12月号	 松本幸四郎	 歌舞伎俳優（文化功労者）
26年		 1月号	 緒方貞子	 元国連難民高等弁務官（前国際協力機構理事長、文化勲章）
		  3月号	 濵口道成	 名古屋大学総長（国立大学協会副会長）
		  4月号	 茂木七左衞門	 日本芸術文化振興会理事長（元キッコーマン副会長）
		  5月号	 飯吉厚夫	 中部大学理事長兼総長（核融合科学研究所初代所長）
		  6月号	 坂根正弘	 コマツ相談役（元日本経済団体連合会副会長）
		  7月号	 谷口功	 熊本大学学長（国立大学協会副会長）
		  8月号	 佐藤勝彦	 自然科学研究機構機構長（東京大学名誉教授、後に文化功労者）
		  9月号	 村井純	 慶應義塾大学環境情報学部長・教授（「インターネットの殿堂」入り）
		  10月号	 長谷川閑史	 武田薬品工業会長（経済同友会代表幹事）
		  11月号	 利根川進	 理化学研究所 脳科学総合研究センター長（ノーベル生理学・医学賞）
		  12月号	 弘兼憲史	 漫画家
27年		 1月号	 川村隆	 日立製作所相談役（前日本経済団体連合会副会長）
		  2月号	 黒田壽二	 金沢工業大学総長（日本私立大学協会副会長）
		  3月号	 牧阿佐美	 新国立劇場バレエ研修所長（元新国立劇場舞踊芸術監督、文化功労者）


